
 

 

 
 従業者のキャリアアップに資するもの（事業所の指定を受けているサービスに関係する

ものに限る。）で、事業所が負担した試験受験料や研修受講料の４分の３を、事業所

のサービス種別に応じて最大 20 万円まで助成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

以下の試験受験料や研修受講料が対象です。対象となる従業者は、対象事業所の職員

であり、入所者（利用者）に対して、直接的な介護に従事している方です。  

 

社会福祉士国家試験、介護福祉士国家試験、精神保健福祉士国家試験、管理栄養士国

家試験、介護支援専門員実務研修受講試験、介護支援専門員実務研修、介護支援専門

員更新研修、介護支援専門員専門研修、介護支援専門員再研修、主任介護支援専門員

研修、主任介護支援専門員更新研修、介護職員初任者研修、実務者研修、ユニットリ

ーダー研修、認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、精神科訪問看護

基本療養費算定要件研修、生活援助従事者研修、居宅介護職員初任者研修、障害者居

宅介護従業者基礎研修、同行援護従業者養成研修、全身性障害者移動介護従業者養成

研修、重度訪問介護従業者養成研修、行動援護従業者養成研修、強度行動障害支援者

養成研修、名古屋市移動支援事業従業者養成研修、喀痰吸引等研修 ※（第 1 号・第２

号・第３号）、相談支援従事者初任者研修。 
 
○受講時に必須となるテキスト代は対象となりますが、受験対策講座費や参考図書費、交通費、宿泊費、

飲食費については対象外です。 
 
※ 障害福祉サービス事業所については本市の対象となります。なお、介護サービス事業所については、

愛知県の研修受講支援事業費補助金（愛知県高齢福祉課 ０５２－９５４－６８１４）の対象です。 

 

１ 対象となる試験及び研修（対象経費） 

事業所が負担した対象経費に４分の３を掛けた金額（事業所のサービス種別に応じて最

大 20 万円まで）を助成します。 

サービス種別 助成限度額 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビ

リテーション、通所介護、通所リハビリテーショ

ン、短期入所生活介護、短期入所療養介護、居宅

介護支援、介護予防支援 

障害福祉サービスの居宅介護（重度訪問介護、同

行援護、行動援護を含む。）、計画相談支援、地域

移行支援、地域定着支援 

100,000 円 

地域密着型サービス（各種）、特定施設入居者生

活介護 
150,000 円 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療

院 
200,000 円 

※それぞれのサービス種別において、介護予防サービス及び地域密着型介護予防サ

ービスを含みます。 

２ 助成金額（助成限度額） 

令和７年度 
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オンライン申請の受付を開始しました。 

以下の URL から申請を受け付けております。 

当初申請 
https://ttzk.graffer.jp/city-nagoya/smart-apply/apply-procedure-alias/fukushijinzai-tousho-R7 

変更申請 
https://ttzk.graffer.jp/city-nagoya/smart-apply/apply-procedure-alias/fukushijinzai-henkou-R7 

中止申請 
https://ttzk.graffer.jp/city-nagoya/smart-apply/apply-procedure-alias/fukushijinzai-chuushi-R7 

完了報告・請求 
https://ttzk.graffer.jp/city-nagoya/smart-apply/apply-procedure-alias/fukushijinzai-kanryo-seikyu-R7 

 

 

サ ー ビ ス 種 別 
申請書提出先 

問い合わせ先 

訪問介護・訪問入浴介護・訪問看護・訪問リハビリテーショ

ン・通所介護・通所リハビリテーション・短期入所生活介護・

短期入所療養介護・居宅介護支援・介護予防支援・地域密着

型サービス（各種）・特定施設入居者生活介護・介護老人福祉

施設・介護老人保健施設・介護医療院 

※介護予防サービス及び地域密着型介護予防サービスを含

む。 

〒460－8508 

名古屋市中区三の丸三丁目

1 番 1 号 

健康福祉局介護保険課 

電話：９７２－２５３７ 

居宅介護（重度訪問介護・同行援護・行動援護を含む。）計画

相談支援・地域移行支援・地域定着支援 

※障害福祉サービス単独で指定を受けている事業所のみ 

〒460－8508 

名古屋市中区三の丸三丁目

1 番 1 号 

健康福祉局障害者支援課 

電話：９７２－２５５８ 

 
○事業開始日（試験の場合は試験日。研修の場合は研修初日。自宅学習から始まる研修の場

合は教材到着予定日。）の 10 日前までに申請書類一式を提出してください。（申請を受理

し交付を決定するまで、事務手続きに 10 日程度必要であり、交付決定後に行った事業が助成の対

象です。） 
○令和８年３月 31 日までに事業が完了し、経費の支払いが完了するものについて申請いた

だけます。 

○申請書は、事業所ごとに作成してください。 

○助成限度額に達するまでは、何度でも申請できます。 

○対象経費は、受験料及び受講料(税込)、受講時に必須となるテキスト代(税込)です。 

・受験対策講座費、参考図書費、交通費、宿泊費、飲食費などについては、 

助成対象外です。 

・割引やキャッシュバックがある場合は、それらを差し引いた金額が対象 

経費となります。 

★申請書類のダウンロード、記入例については、 

ＮＡＧＯＹＡかいごネットをご覧ください。 

（https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/company/ikusei/） 

 

３ 注意事項 

４ 申請書提出先・問い合わせ先 
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名古屋市外国人介護人材等導入支援事業

名古屋から始まるミライへの一歩

知らないなんてモッタイナイ！

－補助対象－

次の外国人介護人材 ・ 障害福祉人材を初めて雇用する、

市内の介護サービス事業所等または障害福祉サービス事業所等（ 訪問系サービス等を除く ）

●　 技能実習生

●　 在留資格「 特定技能」

●　 EPA に基づく 外国人介護福祉士候補者

－対象経費－

事業所が初めて雇用する１名の雇用にかかる経費

●　 監理団体等への入会金 ・ 会費　 ●　 紹介料 ・ 手数料

●　 監理費 ・ 支援委託費　 　 　 　  ●　 ビザ申請費用

●　 健康診断費                 ●　 渡航費

●　 居住費      等
※交付決定後に支払った費用に限ります

－補助額－ －補助対象期間－

初年度交付決定より１年間

※年度をまたぐ場合、 ２年度目の補助上限は
　 ５５万円から初年度補助額を除いた額

５５万円

要した経費の４分の３

 （ 上限　 　 　 　 　 ）
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－注意事項－

・ 初めての雇用であるかは事業所単位で判断しますので同一法人内の別事業所で外国人材を

　 導入済みであっても差し支えありません。

・ 当該事業所で従事させるために、 申請年度内に外国人材を新たに雇用した事業所が対象と

　 なります。

　 申請年度中に雇用契約を結んでいない場合や、 同一法人内の別事業所からの異動により

　 従事させた場合は対象となりません。

・ 交付決定後１年間の間に支出した経費が対象となります。 年度をまたぐ場合は年度ごとに

　 実績報告及び請求をしていただき、 年度ごとに支給します。

・ 交付決定前に支出した経費は対象となりません。

・ 県による補助事業等、 他の制度による助成等を受けた経費は対象となりません。

・ それぞれの外国人介護人材 ・ 障害福祉人材を受入可能なサービス種別であるか事前に

　 ご確認く ださい。

・ 申請書は事業所ごとに作成してく ださい。

－－－－－－－－－－－－申請先－－－－－－－－－－－－

名古屋市健康福祉局介護保険課

介護サービス事業所

名古屋市健康福祉局障害者支援課

障害福祉サービス事業所

詳細はNAGOYA かいごネットをご覧ください 詳細はウェルネットなごやをご覧ください

TEL ： ０５２－９７２－２５５８

FAX ： ０５２－９７２－４１４９

TEL ： ０５２－９７２－２５３７

FAX ： ０５２－９７２－４１４７

－モデルケース－

日本で
がんばり ます！
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外国人技能実習生（介護職種）を雇用する際には、日本語や介護実務などを学ぶ「入国後

講習」の受講が必須となっていることから「入国後講習」に係る費用を対象に対象経費の

４分の３を最大１２万円/人まで助成します。 

 

 

 

 

＜補助対象事業所＞ 

外国人技能実習生を受け入れる市内介護事業所 

＜対象経費＞  

入国後講習に係る費用（講習費、宿泊費、光熱水費・健康診断費等） 

＜助成額＞  

対象経費の４分の３（上限額１２万円／人まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〒460－8508 

名古屋市中区三の丸三丁目１番１号         TEL （052）972－2537 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課推進担当  FAX （052）972－4147 

 

１ 補助概要 

 

○事業を実施する前（１０日程度前をめど）に申請書類一式を提出してください。 

○申請書は事業所ごとに作成してください。 

○講習終了後は実績報告が必要です。 

○令和８年３月３１日までに事業が完了し、経費の支払いが完了するものについて 

申請が可能です。 

○対象経費は入国後講習費用の講習費・宿泊費・光熱費・健康診断費です。 

○希望の事業所につきましては担当課宛てに必要書類等の提出が必要となります。 

○手続方法および申請書類のダウンロードは 

「NAGOYA かいごネット」をご覧ください。 

https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/company/ikusei/ 

２ 手続き方法 

３ 申請書提出先・問い合わせ先 

 

名古屋市外国人技能実習生(介護職種)受入支援事業 

令和７年度 

-307-

http://#


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

名
古
屋
市
介
護
・障
害
福
祉
職
員 

 
 
 
 
 

奨
学
金
返
済
支
援
事
業 

・名古屋市内の事業所等（詳細は裏⾯参照）に常勤の介護職員や介護⽀援専⾨員

（主任含む）、相談⽀援専⾨員（主任含む）、看護職員として雇用されている 

・申請⽇及び申請年度の末⽇に市内事業所等に在籍している 

・⾃ら奨学⾦を返済している 

・過去にこの⽀援事業を利用していない 

対象者（主な要件） 

 

助成額（上限） 

上の要件を満たす

かつ継続３年以上在籍
する実務者研修修了者
または看護職・相談職
有資格者

かつ継続４年以上在籍
する介護福祉士・看護
職・相談職 有資格者

年額１５万

円 

年額 22.5 万

円 

年額 30 万

円 

 

５年間（助成開始より連続する６０か月） 

助成期間（上限） 

 

裏⾯のとおり 

対象となる奨学⾦ 

キャリアアップに伴い、助成額が上がります。 

事業の詳細については、NAGOYA かいごネット（https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/top/）にアクセスし 

「奨学金」でサイト内検索するか、右の二次元バーコードを読み取ってください。 
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【高齢者施設】 

養護老人ホーム、軽費老人ホーム、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、訪問介

護、（介護予防）訪問入浴介護、通所介護、ミニデイ型通所サービス、（介護予防）通所リハビリテー

ション、（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）特定施設入居

者生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、（介護予防）小規模多機

能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、（介護予

防）認知症対応型通所介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護、地域密着型通所介護、居宅介護支援、介護予防支援、訪問看護 

【障害者（児）施設】 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、療養介護、生活介護、短期入所、重度障害者等包

括支援、障害者支援施設、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援、就労定

着支援、共同生活援助、計画相談支援、移動支援、精神障害者地域活動支援、デイサービス型地

域活動支援、作業所型地域活動支援、福祉ホーム、日中一時支援、児童発達支援、放課後等デイ

サービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、障害児相談支援 

対象となる事業所等 

 

・日本学生支援機構奨学金（第一種及び第二種） 

・交通遺児育英会奨学金 

・あしなが育英会奨学金 

・生活福祉資金貸付制度における教育支援資金（教育支援費及び就学支度金） 

・母子父子福祉資金（修学資金及び就学支度資金） 

・地方公共団体の実施する奨学・育英資金 

対象となる奨学⾦ 

参考︓モデルケース（新卒職員を想定） 

区　分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月
助成額
(上限)

就 職
１年目

７.５万円
（6ヶ月分）

就 職
２年目

１５万円

就 職
３年目

１５万円

就 職
４年目

２２.５万円

就 職
５年目

３０万円

就 職
６年目

１５万円
（6ヶ月分）

補助1年目

補助1年目 補助２年目

補助２年目 補助３年目

補助４年目

補助５年目

補助５年目

補助４年目

補助３年目

就職 奨学金返済開始

初任者研修修了

実務者研修修了

介護福祉士合格

※名古屋市内の事業所等に限ります 
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【 担当窓口】

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課推進係

TEL  0 5 2 -9 7 2 -2 5 3 7 　 　 　 FA X   0 5 2 -9 7 2 -4 1 4 7

1 . 趣 旨

こ の事業では、 市内の中学校を対象

に現役介護職員を派遣し 、 中学生に

対し て介護の仕事のやり がいや魅力

を講義するこ と で介護人材確保にか

かる若年者への働き かけを推進する

こ と を目的と する。

N AGOYA かいごネッ ト 内

中学生向け介護の仕事「 出前講座」

ホームページ QR コ ード

新型コ ロ ナウイ ルス感染症流行以前に撮影さ れたも のです。

【担当窓口】
 名古屋市健康福祉局介護保険課推進担当
 TEL 052-972-2537  FAX 052-972-4147
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介護テクノロジー導入効果検証 

年間 2 施設の介護事業所を対

象に介護テクノロジーの活用方

法や効果を検証します。また、そ

の結果を発表して普及促進を図

ります。効果検証する介護テクノ

ロジーに対して導入補助金（最大

100 万円・補助率 3/4）もありま

す。 

 

 
介護テクノロジー導入施設の 

効果検証の報告の一例 
 
【移乗介助機器 導入施設】 
・職員の移乗時における身体
的、精神的負担の軽減 
・利用者のトイレでの排泄機会
の増加 
【見守り支援機器 導入施設】 
・転倒・転落のリスクのある利
用者の危険察知・対応までの時
間が短縮され、介護時の心身の
負担軽減 
・検知時の状況や行動パターン
の把握から未然の事故防止・環
境改善 

介護テクノロジーを使って介護負担を減らしませんか？ 
（介護テクノロジー活用推進事業のご案内） 

 
介護テクノロジーを知っていますか？介護テクノロジーとは、介護ロボットやＩＣＴ等のテクノロジーを指し

介護現場の労働負担の軽減や利用者の安心・安全なケアを実現するために活用されています。なごや福祉用具プ

ラザでは介護サービス事業所や障害福祉サービス事業所を対象に、介護テクノロジーの導入・活用を支援してい

ます。（相談・対応無料） 

 

介護テクノロジーは単に入れるだけでは介護負担は減らせません。 

皆さまに合わせた介護テクノロジーの選び方・使い方をなごや福祉用具プラザがお手伝いします！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

導入して効果を出したい 

事業団 

ﾏｽｺｯﾄｷｬﾗｸﾀｰ 
「りはみん」 

≪問い合わせ・相談先≫ 
社会福祉法人 名古屋市総合リハビリテーション事業団 なごや福祉用具プラザ 
 名古屋市昭和区御器所通 3 丁⽬１２−１ 御器所ステーションビル３F 

電話 052-851-0051 FAX 052-851-0056 E ﾒｰﾙ robot@nagoya-rehab.or.jp 
開館時間：⽕〜⽇曜⽇ AM10:00〜PM6:00（月曜⽇、祝休⽇、年末年始を除く） 

      ※月曜⽇が祝休⽇にあたる⽇は、翌⽕曜⽇も休み 

現場での用具紹介・お試し 

コンサルティング・マッチング 

専門職が介護現場の課題にあわせた

介護テクノロジーの選び方を助言しま

す。プラザへ来所又は希望される介護

現場でお試しできます。 

問い合わせは下記までお気軽に問い

合わせください。 

電話：052-851-0051 
Ｅメール:robot@nagoya-rehab.or.jp 

現場に合うものを選びたい・試したい 

 
YouTube ﾁｬﾝﾈﾙ 
ＱＲコード 

 

ホームページ 
ＱＲコード 

 

なごや福祉用具プラザ 
介護ロボット展示コーナー 

 

 

普及啓発 

・介護ロボットの常設展示 

（約 50 機種） 

・セミナーを開催 

・希望される介護現場にプラザ

職員が訪問しセミナーを行いま

す。ホームページや YouTube で情

報提供も行っていますので、ぜひ

ご覧ください。 

 

見たい・触れてみたい 

 
あいち・なごや介護ロボット

地域フォーラム 
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名古屋市緩和ケア認定看護師等資格取得支援事業のお知らせ 

 

名古屋市では、緩和ケアに従事する人材の育成を支援するため、緩和ケア認定看護師等の

資格取得についての支援事業を以下のとおり実施しております。 

内容をご確認いただき、対象となる方がいらっしゃいましたらご活用ください。 

 

１ 対象資格 

  緩和ケア認定看護師、緩和薬物療法認定薬剤師 

 

２ 補助対象者 

  名古屋市内の訪問看護ステーション、病院、診療所 

 

３ 補助対象額（上限） 

  緩和ケア認定看護師 ： 看護師１人あたり2,500,000円 

  緩和薬物療法認定薬剤師 ： 薬剤師１人あたり30,000円 

 

４ 事業詳細 

  別紙の案内チラシをご確認ください。 

交付要綱や申請書類は、市公式ウェブサイトに掲載しております。 

   （https://www.city.nagoya.jp/kenkofukushi/page/0000151867.html） 

   （「名古屋市 緩和ケア認定看護師等」で検索可能です。） 

 

５ その他 

・本事業は「名古屋市緩和ケア認定看護師等資格取得支援事業補助金交付要綱」に基づ

いて実施されます。申請前に交付要綱の内容を、必ずご確認ください。 

・本事業の補助対象者は「訪問看護ステーション、病院、診療所」となりますので、看

護師または薬剤師本人による申請はできません。 

・医療機関等からの対象経費の支出は、補助金の交付決定を受けた後に行う必要があり

ます。（補助金の交付決定を受ける前に、対象経費を支出することができません。） 

 

 

 

 

（名古屋市健康福祉局健康部健康増進課） 
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名古屋市 緩和ケア認定看護師等

資格取得支援事業のお知らせ

名古屋市 緩和ケア認定看護師等

資格取得支援事業のお知らせ

がん患者等への緩和ケアの診療体制の充実と 医療の質の向上のため、緩和ケアに携わる 看護師

又は薬剤師の養成に係る資格取得経費を 負担する 医療機関等に経費の一部を 助成し ます。

❶緩和ケア認定看護師　 　 　 　 ❷ 緩和薬物療法認定薬剤師

名古屋市内の病院、診療所、訪問看護ステーショ ン

❶ 緩和ケア認定看護師

　  補助対象上限額合計 …… 看護師一人あたり  2 ,5 0 0 ,0 0 0 円

❷ 緩和薬物療法認定薬剤師

　  補助対象上限額合計 …… 薬剤師一人あたり  3 0 ,0 0 0 円

対 象 資 格

補 助 対 象 者

４ 分の３補 助 率

対 象 経 費

及 び

補 助 対 象

上 限 額

補助対象上限額

入学金、授業料、審査料、認定料

受講期間中の宿泊費

受講期間中の代替職員の人件費

（ 給料、賃金、報酬、諸手当、社会保険料）

1 ,1 5 0 ,0 0 0 円

3 5 0 ,0 0 0 円

1 ,0 0 0 ,0 0 0 円

審査料、試験料 　 　 　 　 　 　  　 　 　  3 0 ,0 0 0 円

● 申請から 補助金交付までの流れ

③ 対象経費の支出

対 象 費 目

授 業 料 等

宿 泊 費

代 替 職 員

人 件 費

対 象 費 目

審 査 料 等

看護師・ 薬剤師等
（ 又は教育課程等実施機関等） 名古屋市医療機関等

① 補助金の交付申請

② 補助金の交付決定

④ 実績報告

⑤ 補助金額の確定

⑥ 補助金の請求

⑦ 補助金の交付

対 象 経 費

補助対象上限額対 象 経 費

裏面の

注意事項を

参照！
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● 補助金の申請

● 補助金の申請期限

次の書類をご 用意く ださ い。

　 ①交付申請書 （ 第1 号様式）　 ②事業計画書 （ 別紙１）

　 ③所要額調書 （ 別紙２）　 　 　 ④事業に係る収支予算書 （ 別紙３）

　 ⑤雇用契約書等 （ 雇入通知書）

　 　（ 内容によっては、追加で必要書類を提出し ていただく 場合があります。）

※本事業は「 名古屋市緩和ケア認定看護師等資格取得支援事業補助金交付要網」に

　 基づいて 実施さ れますので 、申請前に内容をご 確認く ださ い。

申請書

提出先

注意事項

お問い合わせ先

・   申請書等は看護師又は薬剤師お一人ごとに作成し てく ださ い。

・   補助対象上限額に達するまで、何度でも 申請できます。

・   医療機関等から の対象経費の支出は、看護師等又は教育課程等実施機関等のいずれに対し ても 可   

　 能ですが、当該支出は補助金の交付決定を受けた後に行う 必要があります（ 補助金の交付決定を受　

　 ける前に、医療機関等は対象経費を支出すること はできません）。

・   本事業は教育課程修了後、所属機関で2 年以上従事することを前提とし て補助金を交付し ています。

入学金

授業料

宿泊費

代替職員人件費

審査料・ 認定料

審査料・ 試験料

入学日の1 4 日前
ただし 、４ 月入校の場合は４ 月末日

授業開始日の1 4 日前
ただし 、４ 月授業開始の場合は４ 月末日

審査日の1 4 日前

看護師が当該資格取得に係る 受講を 目的とし た宿泊を
開始する日の1 4 日前
ただし 、４ 月に宿泊する場合は４ 月末日

看護師が当該資格取得に係る 受講のために不在と なる
日の1 4 日前
ただし 、４ 月に不在と なる場合は４ 月末日

認定試験申請日の1 4 日前

対 象 資 格 対 象 経 費 申 請 期 限

緩 和 ケ ア

認定看護師

緩 和 薬 物 療 法
認 定 薬 剤 師

〒4 6 0 -8 5 0 8 　 名古屋市中区三の丸三丁目1 番1 号

名古屋市健康福祉局健康増進課  あて

電子メ ール： a 2 6 3 7 @ k e n k o f u k u sh i . c i t y . n a g o y a . l g . j p

※申請前に事前にご 相談く ださ い 。

要網や申請書類は

名古屋市公式ウェ ブサイト に

掲載し ております。

名古屋市健康福祉局健康増進課   電話 0 5 2 -2 6 3 -3 1 2 4 　   F A X  0 5 2 -9 7 2 -4 1 5 2
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　 子育て だけで も 大変で す。 介護だけでも 大変です。 その責任ある 二

つの事を 同時にこ なし ていかなければいけない大変さ は、簡単に言葉に

はでき ません。 抱え込まずに相談する こ と 、事前に話し 合っ ておく こ と

も 大切です。 大変なこ と は沢山あり まし たが、家族みんなで過ごせた時

間は宝物です。 母と 過ごし て 子供たち が心優し く 育っ てく れたこ と は、

ダブ ルケア生活でえた私の財産です。 ダブルケアであっ ても 、家族が楽

し く 暮ら せる こ と はも ち ろ ん、自分自身の人生も 大切に生き ら れる 社会

であっ てほし いと 思います。

母が他界し 、７ 年半のダブルケア生活を終えて

私のダブルケア経験談 ダブ ルケアの当事者だっ た方の

体験談を ご紹介し ます

　 ある 朝、便失禁を し た母が、1 人で試行錯誤し た結果、ト イ レ が便まみれになり まし た。「 失敗し た

ら 自分でやら ずに教えて！」 と 怒鳴っ てし ま い、母は声を 上げて泣き 始めまし た。 と り あえず掃除

を 始めまし たが、幼稚園バスの時間が迫っ ている こ と に気づき まし た。 し かし 長女は身支度も せず、

妹と 大喧嘩を 始めています。 母は便まみれで泣き 、ト イ レ はぐ ち ゃ ぐ ち ゃ 、子供たち は私にし がみ

つき ながら 泣き 叫び、幼稚園バスはも う 来てし まう …私はこ のまま消えてし まいたいと 思いまし た。

一番大変だったこと

　 当時、私は3 3 歳の専業主婦でし た。 3 歳と 1 歳の子育て真っ

只中に母親が脳出血で 倒れ、右半身不随にな っ て し ま いま し

た。 退院後、母の希望で自宅に戻る こ と になり まし たが、父親

は仕事を し て いたため私たち 家族が同居を し て 、 私が介護を

する こ と にな り ま し た。 夫は仕事で 忙し く 、 子育て も ほぼワ

ン オペ、介護も 1 人で担っ て いま し た。 し かし 、子育ても 介護

も 思い通り にいかな いこ と だら け。 周り にダブ ルケアを し て

いる 友達も 愚痴を 吐ける 場所も な い 中、次第に精神的に追い

込まれていき まし た。

ダブルケアの始まり

　 子育てと 介護を 同時に抱える状態を「 ダブルケア」 と いいます。

こ の「 ダブルケア」 を 広い意味で用いる場合は、 親と 義理の親の

ケアなど、 子育てと 介護にかかわら ずケアが重なっ ている状態を

指し ます。 中には、 三重、 四重と 重なっ ている方も みえます。 ダ

ブルケアは体力的な大変さ だけでなく 、 仕事と の両立や家族間で

のすれ違い、 周り に相談でき る 人がいないなど様々な困り ごと を

抱えやすいと いわれています。結婚年齢や出産年齢が上がる中で、

子育てと 介護のダブルケアに直面する人は増えています。

ダブルケアとは
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介護保険サービスについて

※データ は内閣府男女共同参画局「 育児と 介護のダブルケアの実態に関する調査報告書（ 2 0 1 6 ）」 を も と に記載。

　 在宅の主なサービスを ご紹介し ます。 こ れと は別に施設サービスも あり ます。

　 被保険者の方が介護や支援が必要になっ た場合に、費用の一部を 負担するこ と で介護サービスを 利

用でき る制度です（ 4 0 ～6 4 歳の方は特定疾病が原因の場合に限り ます）。

●未就学児の子を 抱えながら 介護を し ている 人は2 5 万人、その多く

が3 0 代、4 0 代の働き 盛り 世代です。

●子育てよ り 介護の方が、精神的、経済的、身体的にも 大変で、社会

活動（ 仕事など） への支障が大き いと 感じ ています。

●男女比は1： 2 です。 男性よ り 女性の方が、パート ナーから の支援

が週3 回以上得ら れている 人の割合が4 割弱と 少なく 、一人で抱え

込んでいます。

●ダブルケアによ っ て女性の2 割が無職と なり 、も う 2 割が仕事量を 減ら し ています。 ダブルケ

アによる世帯収入の減少、離職は大き な課題です。

●日本では、仕事、家事、ケアの合計時間は男女と も に高く 、ケアサービ スなど の利用によ り 、

家庭で抱え込まないこ と が大切です。

●ダブ ルケアを し ている 人自身が、介護を し ている 認識がなかっ たり 、ダブ ルケアと いう 言葉

を 知ら ない場合が少なく あり ません。

★まずは相談 いきいき 支援センタ ーや区役所・ 支所の窓口で、利用し たいサービスなどについて相談し ます。

★認 定 申 請
区役所・ 支所の窓口で要介護・ 要支援認定を申請し ます。 認定調査員が自宅を訪問し て調査し 、

結果は原則と し て30 日以内に通知さ れます。

★ケアプ ラ ン

ケアマネジャ ーと いう 職種の人と 、どのよ う なサービ スが必要か、どれく ら い必要かを 相談し 、

サービ ス利用の計画（ プラ ン ） を 作成し ても ら います。 どのよ う なこ と で困っ ている か相談し

てみまし ょ う 。

子育てと介護のダブルケアを知ろう

2 5
万人

30 代
（ 4 割）

4 0 代
（ 4 割）

訪問介護、 訪問看護など、 ヘルパー等に訪問し ても ら い介護や療養上の支援が受けら れます。

施設に短期的に入所し 、 日常生活上の支援などが受けら れます。

訪問・ 通所・ ショ ート ステイ を組み合わせたサービスが受けら れます。

福祉用具のレンタ ルや購入費の助成が受けら れます。

手すり の取り 付けなどの住宅改修について補助が受けら れます。

訪問系サービ ス

通所系サービ ス

ショ ート ステ イ

小 規 模 多 機 能

福　 祉　 用　 具

住　 宅　 改　 修

通所介護や通所リ ハビリ など、 施設に通っ て食事や入浴などの日常生活上の支援や機能訓練

が受けら れます。

どんなサービスがあるの？

介護保険サービスと は？

どう やって使う の？

-320-



子育てに関すること や、

育児と 介護の両立について相談に乗り ます

相談窓口

発行／名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課　 TEL9 7 2 -2 5 9 1 　 FAX9 7 2 -4 1 4 7

協力／一般社団法人ダブルケアパート ナー

子育て 総合相談窓口

電話番号保健センタ ー 電話番号保健センタ ー 電話番号保健センタ ー

6 5 5-8 7 4 5

6 1 9-7 0 8 6

7 9 7-5 2 2 0

8 9 9-6 5 1 8

7 6 9-6 2 8 8

8 4 7-5 9 8 1

26 9 -7 1 55

74 5 -6 0 30

83 7 -3 2 85

67 9 -3 0 86

36 4 -0 0 65

中

昭　 　 和

瑞　 　 穂

熱　 　 田

中　 　 川

7 5 7 -7 0 33

9 7 9 -3 5 88

9 1 0 -6 8 15

5 2 9 -7 1 05

4 8 3 -6 8 11

千　 　 種

東

北

西

中　 　 村

港

南

守　 　 山

緑

名　 　 東

天　 　 白

▼相談内容をお聞き し 、

悩みに応じ た相談機関等と 協力し て対応し ます。

ユニバーサルデザイン（ U D ） の考えに基づいた

見やすいデザインの文字を採用し ています。

介護サービスの利用についての

相談や介護するご家族の支援をし ます

千種区東部

分　 　 　 室

千種区西部

東　 　 　 区

分　 　 　 室

北 区 東 部

北 区 西 部

分　 　 　 室

西 区 北 部

西 区 南 部

分　 　 　 室

中村区北部

分　 　 　 室

中村区南部

中　 　 　 区

分　 　 　 室

7 8 1 -8 34 3

7 2 6 -8 94 4

7 6 3 -1 53 0

9 3 2 -8 23 6

7 1 1 -6 33 3

9 9 1 -5 43 2

9 1 5 -7 54 5

9 0 2 -7 23 2

5 0 5 -8 34 3

5 3 2 -9 07 9

5 6 2 -5 77 5

4 8 6 -2 13 3

4 1 2 -3 03 0

4 8 3 -6 86 6

3 3 1 -9 67 4

2 6 2 -2 26 5

名　 称区

千

　種

東

北

西

中

　村

中

電　 話

昭和区東部

昭和区西部

分　 　 　 室

瑞穂区東部

分　 　 　 室

瑞穂区西部

熱　 田　 区

分　 　 　 室

中川区東部

中川区西部

分　 　 　 室

港 区 東 部

港 区 西 部

分　 　 　 室

8 61 -9 3 3 5

8 84 -5 5 1 3

8 52 -3 3 5 5

8 58 -4 0 0 8

8 51 -0 4 0 0

8 72 -1 7 0 5

6 71 -3 1 9 5

6 82 -2 5 2 2

3 54 -8 3 4 3

3 52 -8 2 5 8

3 64 -7 2 7 3

6 51 -0 5 6 8

3 81 -3 2 6 0

3 09 -7 4 1 1

名　 称区

昭

　和

瑞

　穂

熱

　田

中

　川

港

電　 話

南 区 北 部

分　 　 　 室

南 区 南 部

守山区東部

分　 　 　 室

守山区西部

緑 区 北 部

分　 　 　 室

緑 区 南 部

名東区北部

分　 　 　 室

名東区南部

天白区東部

分　 　 　 室

天白区西部

81 1 -93 7 7

69 8 -73 7 0

81 9 -50 5 0

75 8 -20 1 3

73 6 -00 8 0

75 8 -55 6 0

89 9 -20 0 2

87 7 -90 0 1

62 4 -83 4 3

72 6 -87 7 7

77 1 -77 8 5

72 0 -61 2 1

80 9 -55 5 5

80 8 -54 0 0

83 9 -36 6 3

名　 称区

南

守

　山

緑

名

　東

天

　白

電　 話

いきいき支援センタ ー
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令和 7 年 9 月 

 関 係 各 位 

名古屋市健康福祉局長 

 

福祉避難所の設置・運営へのご協力のお願い 

 

日頃は本市の福祉行政にご理解とご協力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

本市では、南海トラフ巨大地震を始めとする大規模災害への事前の備えとし

て、避難に際し配慮の必要な方（障害のある方、要介護・要支援認定のある方

等）を対象とした「福祉避難所」の指定又は協定を締結（以下、「指定等」と

いう。）することを推進しているところです。 

福祉避難所は、身体等の状況や医療的ケアの面で、入院や介護施設への入所

の必要はないものの、小中学校等の一般の指定避難所では、段差・トイレ等で

生活に支障をきたす方に避難していただく施設です。 

発災後、災害のおそれがなくなり、警報等が解除された時点で速やかに開設

し、原則として当該施設のサービス利用者とその家族のうちあらかじめ特定し

た方を速やかに受け入れる指定福祉避難所と、一般の指定避難所に避難してい

ただいた後に、その方々の状況を確認した上で移動していただく協定福祉避難

所があります。 

福祉避難所は、東日本大震災や平成 28 年熊本地震や令和 6 年能登半島地震

においても被災地の各地に設置され、要配慮者の避難支援対策の中でも重要な

役割を担っています。 

 

福祉施設・事業所の皆様におかれましては、福祉避難所の指定等についてご

検討くださいますようお願い申し上げます。 

もし、ご検討いただける場合は、下記 URL、QR コード「福祉避難所に関する

意向調査」（所要時間 5 分程度）にご回答いただきますようお願いいたします。 

福祉避難所の概要につきましては回答フォーム内参考資料をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）福祉避難所指定等か所数 

 248 か所（令和 7 年 3月 31 日現在） 

 

 

回答フォームはこちら 

 

https://logoform.jp/form/mX9C/382859  

 

 

 スマートフォンやパソコンを使って、URL または QR コードからアクセス

し、ご回答ください。 
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指定等対象となる事業所種別（名古屋市内にある福祉施設・事業所が対象） 

高齢者施設・介護サービス事業所 

1 通所介護 
 

12 特別養護老人ホーム 

2 地域密着型通所介護 
 

13 地域密着型特別養護老人ホーム 

3 予防専門型通所サービス 
 

14 介護老人保健施設 

4 ミニデイ型通所サービス 
 

15 介護医療院 

5 運動型通所サービス 
 

16 特定施設入所者生活介護 

6 通所リハビリテーション 
 

17 地域密着型特定施設入所者生活介護 

7 認知症対応型通所介護 
 

18 養護老人ホーム 

8 小規模多機能型居宅介護 
 

19 軽費老人ホーム 

9 看護小規模多機能型居宅介護 
 

20 ケアハウス 

10 短期入所生活介護 
 

21 住宅型有料老人ホーム 

11 短期入所療養介護 
 

22 サービス付き高齢者向け住宅 

 

障害者（児）施設・障害福祉サービス（障害児通所支援）事業所 

23 生活介護   32 児童発達支援 

24 自立訓練(機能訓練)  33 放課後等デイサービス 

25 自立訓練(生活訓練)   34 共同生活援助 

26 就労移行支援(一般型)  35 短期入所 

27 就労継続支援(A 型)   36 宿泊型自立訓練 

28 就労継続支援(B 型)  37 施設入所支援 

29 療養介護  38 福祉型障害児入所施設 

30 地域活動支援事業  39 医療型障害児入所施設 

31 医療型児童発達支援 

 

【本件のお問い合わせ先】  名古屋市健康福祉局監査課 

℡ 052-972-2510 Fax 052-972-4150 

E-mail: a2510-03@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 
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 福 祉 避 難 所 の 概 要           
 

資料１ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
福祉避難所とは、自宅が被害を受けて生活できない方のうち、一般の指定避難所や福祉避難スペ

ースでの生活が困難な要配慮者（主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する方）

を対象とした避難所であり、バリアフリー等の設備・体制が整った社会福祉施設等を利用して開設

されます。本市の福祉避難所には、指定福祉避難所と協定福祉避難所があります。※指定福祉避難

所と協定福祉避難所の相違点については、資料２参照 

福祉避難所とは 

 
身体等の状況や医療面でのケアの必要性から介護保険施設や病院等へ入所・入院するに至らない

方であって、避難所での生活において配慮を必要とする方とします。 
対象者を介助する方も、対象者本人とともに福祉避難所に避難することができます（介助者は１

人までとし、要配慮者数には算入しません）。※対象者の避難の流れについては、資料３参照 

車いす利用者や一人での移動が困難な方など、小・中学校では段差があってトイレに行けな

いような方のために、ハード面で適している避難所に移ってもらうということを想定したもの

で、福祉避難所自体に対象者の介護をお願いするものではありません。 

 

① 福祉避難所の設置、維持及び管理【夜間の宿直を含め１人以上の配置】 

〔以下は個々の事業所の状況に応じて事前に取り決めます〕 

② 被災した要配慮者の福祉避難所への移送 

③ 被災した要配慮者や家族からの相談を受けたり、福祉・保健医療 

サービスを受けられるよう関係機関への連絡調整（要配慮者を概ね 

10 人受け入れ、相談員を１人配置した場合に限る） 

④ 食事の提供や生活必需品の支給 

 
社会福祉事業を行う事業所のうち、次に掲げる基準を満たす施設を、指定福祉避難所として指定

又は協定福祉避難所として協定を締結させていただきます。 
＜指定福祉避難所・協定福祉避難所共通＞ 

① 土砂災害（特別）警戒区域の区域外に位置すること 
② 耐震構造の建築物で、原則としてバリアフリー化がされていること 
③ 避難者用スペース（1 人当 2 ㎡）が確保でき、利用にあたり無料であること 
＜指定福祉避難所＞ 

④ 速やかに、特定の要配慮者の受け入れ、生

活関連物資を避難者に配付することが可能な

構造又は設備を有するものであること 
⑤ 耐火構造の建築物であること 

＜協定福祉避難所＞ 

④ 一般の指定避難所において、行政職員が振 
り分けをした要配慮者の受け入れが可能な構 

造又は設備を有するものであること 

※ 福祉避難所を開設しながら通常事業を再開することは差し支えありません（再開にあたっては

事業所管課にご相談ください）。 
※ 想定している事業所は、主にデイサービス等通所事業を行う施設ですが、特別養護老人ホーム

等入所施設についても、入所者（緊急入所を含む）の処遇に支障がない範囲でご検討ください。 

災害救助法が適用され、法

による救助とみなされるも

のにかかる費用について

は、全額を市が負担しま

す。 

指定福祉避難所・協定福祉避難所 

福祉避難所の事業内容 

福祉避難所の対象者 
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福祉避難所制度の主な相違点 

 

名 称 

 

指定福祉避難所 

 

協定福祉避難所 

対 象 者 

原則として高齢者及び障害者の通

所施設のサービス利用者とその家

族 

発災後に一般の避難所において行

政職員が振り分けをした要配慮者

とその家族 

開 設 の 

タイミング 

発災後、災害のおそれがなくなり、

警報等が解除された時点で速やか

に開設 

発災後、4 日目以降を目標 

避 難 方 法 

在宅避難ができない場合や危険が

迫っている場合は最寄りの指定緊

急避難場所へ避難し、災害のおそ

れがなくなった後、速やかに避難 

まずは一般の避難所へ避難し、そ

こで行政職員が福祉避難所の対象

者を振り分けした後、福祉避難所

へ移送 

避 難 支 援 

発災後、行政からの依頼を待つこ

となく、施設は安否確認及び避難

支援を行う 

発災後、行政から依頼があった場

合に、施設は可能な範囲で移送に

協力 

物資の備蓄 

原則として食糧、水等の 3 日分を

施設にて予め備蓄 

（補助制度を令和4年度より開始） 

4 日目以降の開設のため、開設に併

せて行政が運び入れる 

（福祉避難所には備蓄しない） 

公表・公示 

名古屋市地域防災計画に掲載する 

が、広く公表はしない 

施設名、所在地、受入れ対象者を

公示 

名古屋市地域防災計画に掲載する

が、広く公表はしない 

費 用 

災害救助法による救助とみなされ

るものにかかる費用について全額

を市が負担 

同左 

 

資料２ 
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資料３ 

大規模災害発生 

指定緊急避難場所 

⇓ 

指定避難所へ避難 

福祉避難スペース 

指定避難所内のバリア 

フリー等の一定の要件 

が整ったスペース 

指定福祉避難所 

要配慮者の避難支援のイメージ 

発災後、概ね４日目

以降を目標に開設 

家族・隣近所で助け合って 
指定避難所等へ避難 

重度の要介護認定の方 
常時医療的ケアを要する方 

など 

対応・移送先を決定 

行政職員等 

指定緊急避難場所：命を守るため、災害の危険

からまずは逃げるための場所 

指定避難所：自宅が被災して帰宅できない場

合、一定期間、避難生活を送るためのところ 

居住スペースでは避難生活が困難な要配慮者 

原則として通所系

のサービス利用者

とその家族 

福祉避難スペースでも避難生活が困難な要配慮者 

協定福祉避難所 
施設への緊急入所 

医療機関へ入院 発災後、災害のおそ

れがなくなった後

速やかに開設 
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なごや認知症の人おでかけあんしん保険事業について 

 

認知症の人と家族が安心して暮らせるまちづくりを推進するため、認知症の人が起 

こした事故に関する損害賠償等を補償する「なごや認知症の人おでかけあんしん保険 

事業」を実施しています。保険の加入に必要な申請書類は、各区役所福祉課、保健セン 

ター、市内のいきいき支援センターに配架しています。 

○事業概要 

（１）対象者 
  名古屋市内に住所を有し、認知症の診断を受けた人 

（２）補償内容 

個人賠償責任保険 補償上限額：２億円 

給付金（※） 

補償上限額：３０００万円 
（事故の相手方が市民で死亡又は後遺障害となった場合） 
補償額：１５万円 
（事故の相手方が市民以外で死亡した場合） 

保険料 
無料 
（市が保険契約者となり、保険料の全額を支払います） 

※ 給付金は誰も賠償責任を負わない場合に事故の相手方に対して支払うものです。 

 
○問い合わせ先 名古屋市認知症相談支援センター 

         電話番号 052－734‐7099  FAX 052－734－7199 
         （ 年末年始、祝日を除く月～金 9：00～17：00 ） 
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はいかい高齢者おかえり支援事業は、認知症の方の徘徊による事故を防止するため、地域の皆さんの

協力を得て、徘徊されている方を早期に発見する取り組みです。

徘徊のおそれがある方の情報を登録した上で、その方が行方不明となった場合に、家族等からの依頼に

より、行方不明となった方の身体的特徴や服装等の情報をおかえり支援サポーターや協力事業者に対し

てメールで配信し、情報提供をお願いするものです。
※ 「おかえり支援サポーター」とは、この事業に協力いただく方々 のことです。（市内にお住まいの方に限らず、市外にお

住まいの方も「おかえり支援サポーター」になることができます。）

○ ○ ○月 日 時頃、○ ○区
○ 町で80 代女性が行方
不明となりました。

特徴：身長150cm、中肉。
紺色の上着に黒色
のズボン着用。

見つけられた方は、110
○ ○番通報するか 警察署

までご連絡ください。

【 メールの内容(例)】

問合先：名古屋市健康福祉局高齢福祉部 高齢福祉課

TEL：972-2549 FAX：955-3367 E-mail：a2280@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp

登録することができるのは、名古屋市内に在住し、徘徊のおそれがある認知症の方（若年性認知症の方を

含む。）です。なお、市内の介護保険施設や認知症高齢者グループホーム等を利用されている方も登録する

ことができますが、親族や成年後見人等の同意が必要となります。

※いきいき支援センターの所在地等の情報は裏面をご参照ください。

◆ 受付窓口◆ 登録希望者の居住地を担当する「いきいき支援センター」

◆ ◆受付時間 月～金曜日（祝休日・年末年始を除く。） 午前9 時～午後5 時

◆ ◆登録費用 無料

◆ ◆登録方法 登録希望者の親族・成年後見人等、または利用している施設の職員の方に、登録届を受付窓

口までご持参いただきます。

※ 登録届は、いきいき支援センターで配布しているほか、名古屋市公式ウェブサイトからダウンロード

することもできます。

【名古屋市公式ウェブサイト http://www.city.nagoya.jp/kenkofukushi/page/0000038313.html】

② 連絡

① 行方不明者届認知症の方の家族

介護保険施設等
警察署

…家族（利用者）がいない

名古屋市
おかえり支援サポーター

協力事業者③ メール配信

⑤ 発見連絡

⑥ 保護

④ 発見

R7. 5-340-
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名　称 電　話 住所 担当学区

千種区東部781-8343 千種区桜が丘１１－１　ソフィアビル１階

分室 726-8944 千種区宮根台一丁目４－２４　山内ビル１階

千種区西部763-1530 千種区西崎町２丁目４－１　千種区在宅サービスセンター内 内山、千石、高見、田代、千種、春岡、見付

東区 932-8236 東区泉二丁目２８－５　東区在宅サービスセンター内

分室 711-6333 東区矢田四丁目５－１１　レジデンスアロー１階

北区東部 991-5432 北区平安二丁目１－１０　第５水光ビル２階
飯田、城北、杉村、辻、東志賀、宮前、名北、六郷、

六郷北

北区西部 915-7545 北区清水四丁目１７－１　北区在宅サービスセンター内

分室  902-7232 北区中味鋺三丁目４１４

西区北部 505-8343 西区市場木町１５７　パークサイドなかしま１階 浮野、大野木、中小田井、比良、平田、比良西、山田

西区南部 532-9079 西区花の木二丁目１８－１　西区在宅サービスセンター内

分室 562-5775 西区菊井二丁目２－３　アーバネス菊井ビル２階

中村区北部486-2133 中村区名楽町４丁目７－１８　中村区在宅サービスセンター内

分室 412-3030 中村区稲葉地本通１丁目３　魚住稲葉地ﾋ゙ﾙ西号室

中村区南部483-6866 中村区豊国通１丁目１４ 岩塚、 米野、 笹島、 千成、 八社、 日吉、 牧野、 柳

中区 331-9674 中区上前津二丁目１２－２３　中区在宅サービスセンター内

分室 262-2265 中区栄四丁目１－８　中区役所地下２階

昭和区東部861-9335 昭和区滝川町３３　いりなかスクエア３階 伊勝、川原、滝川、広路、八事

昭和区西部884-5513 昭和区御器所三丁目１８－１　昭和区在宅サービスセンター内

分室 852-3355 昭和区阿由知通４丁目７　グローバル御器所２Ｃ 

瑞穂区東部858-4008 瑞穂区佐渡町３丁目１８　瑞穂区在宅サービスセンター内

分室 851-0400 瑞穂区洲山町二丁目２１　啓徳名古屋南ビル１階

瑞穂区西部872-1705 瑞穂区堀田通１丁目１８　シティアーク１階 井戸田、高田、穂波、堀田、瑞穂、御劔

熱田区 671-3195 熱田区神宮三丁目１－１５　熱田区在宅サービスセンター内

分室 682-2522 熱田区大宝三丁目６－２６　シャンボール日比野１階

中川区東部354-8343 中川区八幡本通２丁目２７　コーポ中野１階 愛知、 篠原、 昭和橋、 玉川、 露橋、 常磐、 中島、
西中島、 広見、 八熊、 八幡

中川区西部352-8258 中川区小城町一丁目１－２０　中川区在宅サービスセンター内

分室 364-7273 中川区春田四丁目１１９　プリマヴェーラ１階

港区東部 651-0568 港区港楽二丁目６－３２　港区在宅サービスセンター内
稲永、大手、港楽、成章、東海、中川、西築地、野跡、

東築地

港区西部 381-3260 港区寛政町6丁目40

分室 309-7411 港区知多二丁目２２１５　レーブエル１階

南区北部 811-9377 南区桜台１丁目１－２５　桜ビル１階

分室 698-7370 南区明治二丁目３２番１４号氷室AKマンション１階

南区南部 819-5050 南区前浜通３丁目１０　南区在宅サービスセンター内 笠寺、柴田、大生、宝、千鳥、白水、宝南、星崎、笠東

守山区東部758-2013 守山区小幡南一丁目２４－１０　守山区在宅サービスセンター内

分室 736-0080 守山区吉根南１４０１

守山区西部758-5560 守山区瀬古東二丁目４１１
小幡北、白沢、瀬古、鳥羽見、西城、廿軒家、二城、

守山

緑区北部 899-2002 緑区鳴子町１丁目７番１　緑区在宅サービスセンター内

分室 877-9001 緑区徳重五丁目６２５　アーバニティ幸１階

緑区南部 624-8343 緑区左京山３０３８ 相原、 有松、 大高、 大高北、 大高南、 桶狭間、 太子、
鳴海、 南陵、 東丘、 平子、 緑

名東区北部726-8777 名東区上社一丁目８０２　名東区在宅サービスセンター内

分室 771-7785 名東区明が丘１２４－２　ami ami annex２階

名東区南部720-6121 名東区にじが丘２丁目７　アーバンラフレ虹ヶ丘西２号棟
梅森坂、上社、貴船、極楽、高針、西山、前山、

牧の原、名東

天白区東部809-5555 天白区原一丁目３０１　天白区在宅サービスセンタ-内

分室 808-5400 天白区原五丁目１３０３　三和シャトー１階

天白区西部839-3663 天白区大坪二丁目６０４ 大坪、表山、天白、野並、八事東、山根

いきいき支援センター一覧     ＜市外局番は「052-」です＞

上野、 自由ケ丘、 大和、 千代田橋、 東山、 富士見台、
星ケ丘、 宮根

区内全域

味鋺、大杉、川中、金城、楠、楠西、光城、清水、

西味鋺、如意

稲生、榎、上名古屋、児玉、栄生、城西、庄内、

なごや、枇杷島、南押切

稲西、稲葉地、諏訪、豊臣、中村、日比津、ほのか

区内全域 

御器所、松栄、白金、鶴舞、吹上、村雲

汐路、豊岡、中根、弥富、陽明

区内全域

赤星、荒子、五反田、正色、千音寺、戸田、豊治、

長須賀、西前田、野田、春田、万場、明正

相生、植田、植田北、植田東、植田南、たかしま、原、

平針、平針北、平針南

小碓、港西、正保、神宮寺、高木、当知、南陽、

西福田、福田、福春、明徳

大磯、春日野、菊住、桜、伝馬、道徳、豊田、明治、

呼続

天子田、大森、大森北、小幡、上志段味、吉根、

志段味西、志段味東、下志段味、苗代、本地丘、

森孝西、森孝東

旭出、浦里、大清水、片平、神の倉、熊の前、黒石、

小坂、常安、滝ノ水、戸笠、徳重、長根台、鳴子、

鳴海東部、桃山

猪高、猪子石、香流、北一社、引山、藤が丘、

平和が丘、本郷、豊が丘、蓬来

-341-



はいかい高齢者おかえり支援事業は、認知症の方の徘徊による事故を防止するため、地域の皆さんの

協力を得て、徘徊されている方を早期に発見する取り組みです。

徘徊のおそれがある方の情報を登録した上で、その方が行方不明となった場合に、家族等からの依頼に

より、行方不明となった方の身体的特徴や服装等の情報をおかえり支援サポーターや協力事業者に対し

てメールで配信し、情報提供をお願いするものです。

おかえり支援サポーターとは、この事業に協力いただく方々 のことです。（市内にお住まいの方に限らず、市外に

お住まいの方も「おかえり支援サポーター」になることができます。）

携帯電話やパソコンのメールアドレスを登録いただき、捜索協力依頼のメールを受けとった場合に、可能な範囲

で捜索のための情報提供にご協力いただきます。

◆ ◆登録費用 無料（ただし、メール送受信や登録用ホームページへのアクセスに要する通信費等は登録者負担）

◆ ◆登録方法 下記のコードを読み取り、アクセスしたページから空メールを送信するか、下記のメールアドレ

スに空メールを送信してください。（詳しい登録方法は、裏面をご覧ください

【 ＱR コード】 【 メールアドレス】 t-nagoya-okaeri @sg-p. j p

※ 登録時に情報をほしい地域（区）を選択することができます。

※ 夜間のメール配信の希望を選択することができます。

※ 捜索協力依頼以外にも、定期的に認知症に関するイベント等の情報をメールで配信します（配信の希望を選択できます）。

事業者（団体）としてこの事業に協力いただく協力事業者も募集しています。協力事業者と認定された場合に

は、市から認定証を交付します。登録を希望される場合には下記問合先にメールにてご連絡ください。（メールの

件名は「協力事業者登録」とし、本文に① 団体名、② 担当者名、③ 連絡先を必ずご記入ください。）

○ ○ ○月 日 時頃、○ ○区
○ 町で80 代女性が行方
不明となりました。

特徴：身長150cm、中肉。
紺色の上着に黒色
のズボン着用。

見つけられた方は、110
○ ○番通報するか 警察署

までご連絡ください。

【 メールの内容(例)】

問合先：名古屋市健康福祉局高齢福祉部 高齢福祉課

TEL：972-2549 FAX：955-3367 E-mail：a2280@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp

② 連絡

① 行方不明者届認知症の方の家族

介護保険施設等
警察署

…家族（利用者）がいない

名古屋市
おかえり支援サポーター

協力事業者③ メール配信

⑤ 発見連絡

⑥ 保護

④ 発見

R7. 5-342-

http://#
http://#


コードの読み取りができない場合は、こちらのアドレスに空メールを送信し

てください。

t-nagoya-okaeri @sg-p. j p

※ 「空メール」とは件名、本文を入力せずに送信するメールのことです。

下記のコードを読み取り、アクセスしたページから、

空メールを送信します。

アクセス

2 登録用ホームページの
ＵＲＬが記載されたメール
が届きます。

利用者情報入力

下記の情報を入力してください。
※ は入力必須項目になります。

※・協力区分

・夜間（22 時～翌8 ※時）配信

※・配信希望区
□ 千種区
□ 東区
□ 北区
□ 西区
□ 中村区
□ 中区
□ 昭和区
□ 瑞穂区
□ 熱田区
□ 中川区
□ 港区
□ 南区
□ 守山区
□ 緑区
□ 名東区
□ 天白区

・事業者名（名古屋市から認定を受け
た事業者様のみご入力ください。）

・情報提供メール配信

選択してください

次の画面に進む

ご利用ありがとうございます。
仮登録が完了致しました。
下記のURLにアクセスして、詳
細情報をご登録下さい。
本登録はコチラからお願いしま
す。

https://plus.sugumail.com/
usr/nagoya-
okaeri/home**********

尚、本メールへのご返信はでき
ませんので、ご了承ください。

名古屋市
クリック

5 入力内容を確認します。

利用者情報確認

入力内容を確認して、「入力内容を登録
する」を押してください。
・メールアドレス
***@****.***

・協力区分
おかえり支援サポーター

・夜間（22 時～翌8 時）配信
希望しない

・配信希望区
中区、瑞穂区

・情報提供メール
希望する 修正する

入力内容を登録する

4

登録完了です。

利用規約を確認後、
「メール配信に同意する」
を選択します。

利用者登録完了

ご登録ありがとうございました。

配信内容を選択します。

情報の欲しい地
域(区)をクリック

「おかえり支援サポータ
ー」を選択

あなたのメールアドレ
スが表示されます

クリック

「希望する」「希望しない」
いずれかを選択

1

【 QRコード】

利用者登録

・メール配信サービスの申込み
を行います。利用規約に同意
の上、下記のメール配信に同
意するリンクをクリックしてくださ
い。

❑ 利用規約を確認する

メール配信に同意する

メール配信に同意しない

選択してください

利用規約を確認後、
「メール配信に同意する」
を選択します。

空メール送信

・ご利用の登録を行う場合は、以下の
リンクよりメールを送信してください。

・件名、本文はそのままで結構です。
ご利用登録の案内メールを折り返
しお送り致します。
メールを送信するクリック

6

選択してください

コードの読み取りができない場合は、こちらのアドレスに空メールを送信し

てください。

t-nagoya-okaeri @sg-p. j p

※ 本登録完了後、「本登録完了の
お知らせ」のメールが届きます。

※ 「空メール」とは件名、本文を入力せずに送信するメールのことです。

クリック

「希望する」「希望しない」
いずれかを選択

3

入力しないクリック

-343-
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サンエース

三十三銀行

ザ・ ビッ グエク ス プレ ス

ファミ リ ーマート

案内板

案内板

熱田クリニック

ヤマナカ

ひびのファミ リ ア

南部事務所

西部事務所 南部事務所

北部事務所 東部事務所

〒453-002 4 名古屋市中村区名楽町４-７-１８
（ 建物4階）

電話 052-433-6580

FA X 052-433-6579

地下鉄東山線「 中村日赤」駅下車②番出口より 徒歩１０ 分。

2 0 2 4 .3 .4 0 0 0

西区、中村区、中区、中川区 瑞穂区、熱田区、港区、南区

中
村
公
園
前

太閤通七丁目

鳥居通３北東

太
閤
通
６

名古屋第一赤十字病院
　 　 　（ 中村日赤）
名古屋第一赤十字病院
　 　 　（ 中村日赤）

鳥
居
通
４

中村公園

ガスト

鳥
居

通

太閤通

地下鉄東山線
中村日赤駅

市バス
大門通西

至：名駅

至： 岩塚

西部事務所（ 建物 4 階）

ピ アゴ

豊国神社

豊
国
神
社
前

清正公通清正公通

鳥居通３
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お問い合わせ先

名古屋市はち丸在宅⽀援センター（運営 ⼀般社団法⼈ 名古屋市医師会）

電話 ０５２－９７１－０８７４ FAX ０５２－９７１－０８７５
住所 東区東桜１－４－３ 大信ビル２階
受付 ⽉〜⾦曜（祝⽇・年末年始を除く）午前9時〜午後5時

在宅医療・介護連携のための情報共有ツール
「はち丸ネットワーク」をご利⽤ください

⾼齢者が在宅で療養⽣活を送るためには、複数の提供主体による医療・介護サー
ビスが必要であり、職種間の情報共有が重要となります。

名古屋市では、名古屋市医師会への委託により、ＩＣＴ（情報通信技術）を活⽤
してウェブ上で情報共有ができるシステム「はち丸ネットワーク」を構築しており
ます。

お手持ちのパソコン・スマートフォン・タブレットを使って、⽇々の記録や連絡
事項などを安全かつ効率的に共有することができ、⼀部レセプト請求ソフトとは連
動が実現しております。是⾮ご利⽤ください。

健康福祉局高齢福祉部高齢福祉課 電話：052-972-2549

市内介護サービス事業所の皆様

ポータルサイト https://ehr.hachimaru-net.nagoya/

-347-
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 開 設 助 成 金 運 営 助 成 金※②、③については、高齢者のみ 

内 容 
サロン開設に際し、必要な

物品購入経費に対する助成 
サロン運営の実績に対する助成 

参 加 対 象 
名古屋市内在住の高齢者、障がい者、子育て中の親子等、地域住民の誰でも

参加対象とすること 

実 施 場 所 
ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ、集会所、社務所、福祉施設、空き家や空き店舗、公園など地域 

住民が集える身近な場所 

実 施 回 数 月 1 回以上、定期的に 月 2 回以上、定期的に 月 4 回以上、定期的に 

助 成 額 50,000 円 
① 月 2,000 円（小規模） 

② 月 6,000 円（中規模） 

③ 月 10,000 円（大規模） 

① 月 4,000 円（小規模） 

② 月 12,000 円（中規模） 

③ 月 20,000 円（大規模） 

参 加 人 数 5 人以上 
①  ５人以上（小規模） 

② １５人以上（中規模） 

③ ２５人以上（大規模） 

申 請 の 条 件 
地域団体、ボランティア団体、ＮＰＯ法人、社会福祉施設、企業等、多様な

活動主体が営利を目的とせずに実施する場合 

申 請 時 期 随時受付（区社協） 半期ごとに受付（区社協） 

そ の 他 
助成の件数には限りがあります。なお、領収書（開設費用申請時）、参加者名簿（運

営費用申請時）等、添付書類が必要になります。 

※詳しい申請方法・助成内容については、必ず各区の社会福祉協議会までお問い合わせ下さい。 

名古屋市・区社会福祉協議会では、高齢者や障がい者、子育て中の親子、

地域住民どなたでも集まることができるサロンの開設、運営費用の

一部を助成する事業を実施しています。 

「ふれあい・いきいきサロン」とは？ 

①地域住民のみなさまが （高齢者や障がい者、子育て中の親子、地域住民どなたでも） 

②身近な場所に集まって （ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ、集会所、福祉施設、空き家や空き店舗、公園などの集いの場） 

③気軽に楽しくふれあいを深め交流する活動です。 （みんなで内容を決めて運営していく） 

地域の「お茶の間」「たまり場」とも言われています。 
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 社会福祉協議会一覧 

 

 

 

 

 

 

区社協名 住    所 
電話番号  

（FAX 番号） 

名古屋市社会福祉協議会 
〒462-8558 北区清水４‐１７-１ 

総合社会福祉会館５階 

911-3193 

（913-8553）  

千種区社会福祉協議会 〒464-0825 千種区西崎町２-４‐１ 
763-1531 

（763-1547）  

東区社会福祉協議会 〒461-0001 東区泉２-２８‐５ 
932-8204 

（932-9311） 

北区社会福祉協議会 
〒462-0844 北区清水４‐１７-１  

区総合庁舎 1 階 

915-7435 

（915-2640）   

西区社会福祉協議会 
〒451-8508 西区花の木２-１８‐１ 

区役所等複合施設５階 

532-9076 

（532-9082） 

中村区社会福祉協議会 
〒453-0024 中村区名楽町４-７-１８ 

複合施設１階 

486-2131 

（483-3410） 

中区社会福祉協議会 〒460-0013 中区上前津２-１２-２３ 
331-9951 

（331-9953） 

昭和区社会福祉協議会 〒466-0051 昭和区御器所３-１８-１ 
884-5511 

（883-2231） 

瑞穂区社会福祉協議会 〒467-0016 瑞穂区佐渡町３-１８ 
841-4063 

（841-4080）  

熱田区社会福祉協議会 
〒456-0031 熱田区神宮３-１-１５ 

区役所等複合施設６階 

671-2875 

（671-4019）      

中川区社会福祉協議会 〒454-0875 中川区小城町１-１-２０ 
352-8257 

（352-3825） 

港区社会福祉協議会 〒455-0014 港区港楽２-６-３２ 
651-0305 

（661-2940）    

南区社会福祉協議会 
〒457-0058 南区前浜通３-１０  

区役所庁舎４階 

823-2035 

（823-2688）  

守山区社会福祉協議会 
〒463-0048 守山区小幡南１-２４-１０ 

アクロス小幡２・３階 

758-2011 

（758-2015）    

緑区社会福祉協議会 〒458-0041 緑区鳴子町１-7-1 
891-7638 

（891-7640）        

名東区社会福祉協議会 
〒465-0025 名東区上社１-８０２ 

上社ターミナルビル２階 

726-8664 

（726-8776） 

天白区社会福祉協議会 
〒468-0015 天白区原 1-３０１ 

原ターミナルビル３階 

809-5550   

（809-5551） 

サロンに関することで分からないこと、お困りのことがありまし

たら 

是非、お近くの社会福祉協議会（社協）へご相談くださ

い。 

 

お問合せ先は、上記一覧にある最寄りの社協へご連絡くださ
この助成事業は、「名古屋市高齢者サロンの整備等生活支援推進事業」及び「名古屋市社会

福祉協議会ふれあいいきいきサロン推進事業（名古屋市福祉基金）」に基づき実施しています。 
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主催：名古屋市・社会福祉法人名古屋市総合リハビリテーション事業団なごや福祉用具プラザ

排せつケア対応力向上研修
～排せつにお困りの方へ適切な対応はできていますか？～

排せつにお困りの方の心理や排せつのメカニズムを知り、 おむつを含む福祉用具の検討など、

改めて排せつケアを見直したい方のための研修です。

● 対象者： 介護支援専門員 看護師 介護福祉士 理学療法士 作業療法士 社会福祉士

福祉用具専門相談員 介護職員等、 医療・ 福祉に従事されている方

● 定 員： 各回50名

● 内容および日程 各回13: 00～16: 30（ 受付12: 30～）

① 7月18日(金) 排尿のメカニズムと泌尿器科受診のためのポイント

講師： 吉川 羊子氏（ 小牧市民病院 排尿ケアセンター長 泌尿器科医）

② 8月 3日(日) 摂食嚥下・排せつとフレイルとの関係

講師： 西井 久枝氏（ 長寿医療研究センター 研究開発研究室室長 泌尿器科医）

③ 12月14日(日) 訪問看護師から見た排便管理

講師： 星野 智穂弥氏（ れんげ訪問看護ステーショ ン 訪問看護認定看護師）

令和8年

④ 2月20日(金) 1から知りたい認知症と排せつ障害

講師： 神谷 正樹氏（ 長寿医療研究センター リハビリテーショ ン科部 作業療法主任）

● 参加費： 無料

● 申 込： 各回開始1か月前より Webにて受付

※なごや福祉用具プラザホームページ「 排せつケア対応力向上研修」 よりお申込みく ださい。

● 会 場： 名古屋市高齢者就業支援センター 大会議室

（ 名古屋市昭和区御器所通3-12-1 御器所ステーショ ンビル５ 階）

※会場はなごや福祉用具プラザではありませんのでご注意く ださい。

＜問合せ＞

〒466-0015
名古屋市昭和区御器所通3-12-1      
御器所ステーショ ンビル３ 階
なごや福祉用具プラザ
TEL 052-851-0051
FAX 052-851-0056
https: //www. nagoya-rehab. or. j p/pl aza

担当： 日髙・ 髙野

日本作業療法士協会生涯教育制度ポイント（1ポイント）対象講座
愛知県主任介護支援専門員更新研修 ②個別要件に該当する研修

公益財団法人テクノエイド協会福祉用具プランナー更新対象指定研修

令和７年度

御器所ステーションビル

3階なごや福祉用具プラザ

5階名古屋市高齢者

就業支援センター

地下鉄御器所駅2番出口より東に徒歩５分

御
器
所
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1

名古屋市役所健康福祉局介護保険課

介護保険手続きにおける
電子申請サービスの取扱いについて
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概要

・名古屋市電子申請サービスからの申請となります。

【主な手続きのオンライン対応】

※手続き名称は一部簡略化しています。
※上記以外の手続きについても、令和７年度中にすべての手続きを

オンライン化予定です。

2

◆要介護・要支援認定申請（新規・区分変更・更新・転入）

◆要介護認定等の資料提供の申出

◆居宅サービス計画作成依頼届出

◆被保険者証の再交付申請 等
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オンライン申請のメリット

【メリット】

・区役所・支所の開庁日時や混雑状況に左右されず
閉庁日の申請も可能となる。
※閉庁日であっても、1日付の申請が可能。

・様式や記載例に比べ、記載事項に関する案内が
詳細化されている。

3
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オンライン申請の留意点①

• 被保険者証の再交付申請と要介護・要支援認定申
請など、被保険者証の添付を要する手続きは同時
にできません。

• 窓口・郵送で申請いただくか、オンライン申請を
ご希望の場合は、被保険者証が再交付されてから
次の申請を行う必要があります。

4
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オンライン申請の留意点②

・要支援状態からの区分変更申請の場合は、新規申請

のフォームから申請をお願いします。

・第2号被保険者の方は、下記の２つの手続きについてはオ

ンライン申請をご利用いただくことができませんので、ご

注意ください。

要介護・要支援認定申請（新規申請）

要介護・要支援状態区分変更申請

5
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オンライン申請に必要なもの

6

 手続を行う方のマイナンバーカード

・ケアマネジャー等、代理申請の場合は代理人の方のものが
必要です。(被保険者本人のものは不要)

・電子署名が有効であることと、署名用電子証明書の暗証
番号が必要です。

①

 マイナンバーカードをスキャンできるスマートフォン

・NFCまたはFeliCaに対応しているものが必要です。
・申請フォームへの入力はパソコンでも可能です。

②

 Graffer電子署名アプリ

・名古屋市電子申請サービスでマイナンバーカードによる
電子署名を行うためのアプリです。

・アプリ内に個人情報は保存されません。

③

 要介護認定等を受ける方の介護保険被保険者証

・画像添付等が必要な一部の手続に限ります。(要介護・要支
援認定申請や居宅サービス計画作成依頼届出など)

④
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オンライン申請の流れ（要介護・要支援認定の場合）

7

PCやスマートフォンのブラウザから
申請フォーム入力

①

マイナンバーカードをアプリ入りの
スマートフォンで読取り、電子署名
を付与

②

PCやスマートフォンのブラウザから
申請を送信

③

申請完了④

手続き完了後、資格者証（転入申請
の場合は被保険者証）が届いたら、
お手元の被保険者証を破棄

⑤

※要介護５からの区分変更申請を除く

or

or
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オンライン申請の流れ（要介護・要支援認定の場合）

8

PCやスマートフォンのブラウザから
申請フォーム入力

①

マイナンバーカードをアプリ入りの
スマートフォンで読取り、電子署名
を付与

②

PCやスマートフォンのブラウザから
申請を送信

③

介護認定事務センターへ被保険者証
の原本を郵送

④

申請完了⑤

※要介護５からの区分変更申請の場合

or

or
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オンライン申請の流れ（要介護認定等の資料提供の申出）

9

PCやスマートフォンのブラウザから
申請フォーム入力

①

マイナンバーカードをアプリ入りの
スマートフォンで読取り、電子署名
を付与

②

PCやスマートフォンのブラウザから
申請を送信

③

申請完了④

資料のダウンロードページのURLが
メールで届く

⑤

or

or
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オンライン申請のご案内（コールセンター）

• 介護保険要介護認定関係手続きのオンライン申請にかかる
お問い合わせについて、コールセンターを設置しておりま
す。ご活用ください。

【コールセンター電話番号】

０５２－８９０－４６８８

（平日午前８時４５分から午後５時３０分まで）

10
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オンライン申請のご案内（HP）

• 介護保険関係手続きのオンライン申請にかかる申請フォー
ムはNAGOYAかいごネットにまとめて掲載しております。

• ぜひ積極的にご活用ください。

【NAGOYAかいごネット掲載ページ】

URL：https://www.kaigo-
wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/densisinsei/

11
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認知症高齢者グループホーム居住費助成について 

 

１ 概要 

認知症高齢者グループホームには、介護保険の負担限度額（居住費等の補足給付）

のような低所得者のための負担軽減策がないことから、認知症高齢者グループホーム

に入居する一定の所得要件等を満たす方に対して、居住費の一部を助成しています。 

 

２ 対象者 

認知症高齢者グループホームを利用している名古屋市の介護保険被保険者で、 

預貯金等が一定額(※1)以下であり、以下の要件に該当する方です。（※2） 

所得要件 助成額 

市町村民税非課税世帯(※3)で、本人の前年の年金収入（遺族年金・

障害年金等の非課税年金を含む）と合計所得金額（※4）の合計が

80 万 9千円（※5）以下の方 

20,000 円／

月（上限） 

市町村民税非課税世帯(※3)で、本人の前年の年金収入（遺族年金・

障害年金等の非課税年金を含む）と合計所得金額（※4）の合計が

80 万 9千円（※5）を超える方 

10,000 円／

月（上限） 

 
（※1） 単身で 1,000 万円、夫婦で 2,000 万円です。 
（※2） 生活保護受給者、中国残留邦人等支援給付受給者は除きます。 

（※3） 別世帯に配偶者がいる場合は、その配偶者も判定に含みます。 
（※4） 合計所得金額とは前年の１月から１２月までの１年間の総所得金額（事業所得、
給与所得、雑所得など）、土地・建物等の譲渡所得金額、上場株式等の配当所得金額、

株式等の譲渡所得金額の合計額（損失の繰越控除前）をいいます。なお、ここでは年
金収入に係る所得及び土地・建物等の譲渡所得金額に係る特別控除額を差し引いた金
額となります。また、平成 30年度税制改正に伴う給与所得控除、公的年金控除の引き

下げによる影響を考慮し、引き下げなかった場合と同額に調整して計算します。 

（※5）令和７年８月以降、老齢基礎年金の支給額の見直しにより所得要件における年金       

 収入等の基準額が、８０万円から８０万９千円に引き上げられています。 

 

３ 助成の流れ 

① 助成対象者はあらかじめ区役所福祉課または支所区民福祉課へ申請し、交付され 

た助成認定証を、利用している認知症高齢者グループホーム事業所へ提示します。 

② 助成額の支払いは、原則、認知症高齢者グループホーム事業所への現物給付（市から

事業所へ助成額を支払い、助成額を除いた居住費を利用者が負担）とします。 

 

４ その他 

 グループホーム事業者が必要な手続き等については、NAGOYA かいごネットをご確認

ください。 

 

 

 

（事業者向け）介護保険事業者の指定・登録‐認知症高齢者グループホーム居住費

助成について 
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